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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第18期
第２四半期
累計期間

第18期
第２四半期
会計期間

第17期

会計期間
自　平成20年８月１日
至　平成21年１月31日

自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日

自　平成19年８月１日
至　平成20年７月31日

売上高 (千円) 896,485 487,979 2,071,893

経常利益又は経常損失(△) (千円) △27,919 △43,953 123,930

四半期純損失(△)
又は当期純利益

(千円) △19,130 △28,128 73,021

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) ― 319,445 319,445

発行済株式総数 (株) ― 23,730 23,730

純資産額 (千円) ― 865,503 954,298

総資産額 (千円) ― 1,044,130 1,139,358

１株当たり純資産額 (円) ― 37,855.83 40,173.15

１株当たり四半期純損失(△)
又は１株当たり当期純利益

(円) △813.89 △1,208.33 3,282.73

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― 3,226.74

１株当たり配当額 (円) ― ― 1,200.00

自己資本比率 (％) ― 82.8 83.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △112,295 ― 57,710

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △79,598 ― △49,494

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △74,290 ― 131,270

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 336,326 602,509

従業員数 (名) ― 187 181

(注)１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４　第17期の１株当たり配当額1,200円（１株当たり中間配当０円）には、大阪証券取引所への上場記念配当600円

を含んでおります。

５　第18期第２四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成21年１月31日現在

従業員数(名) 187

　 (注)　従業員数は就業人員であります。

　

　

EDINET提出書類

テックファーム株式会社(E05742)

四半期報告書

 3/27



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門別

当第２四半期会計期間
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年１月31日)

生産高(千円)

プロフェッショナルサービス事業 312,447

クロスメディアサービス事業 32,202

コアテクノロジー事業 7,476

合計 352,126

(注) １　金額は、製造原価によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　部門間取引については相殺消去しております。

　

(2) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門別

当第２四半期会計期間
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年１月31日)

受注高
(千円)

受注残高
(千円)

プロフェッショナルサービス事業 339,982 370,055

クロスメディアサービス事業 ― ―

コアテクノロジー事業 4,930 7,340

合計 344,912 377,395

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　クロスメディアサービス事業は受注生産を行っていないため、受注実績の記載をしておりません。
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(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門別

当第２四半期会計期間
(自　平成20年11月１日
  至　平成21年１月31日)

販売高(千円)

プロフェッショナルサービス事業 396,894

クロスメディアサービス事業 83,085

コアテクノロジー事業 8,000

合計 487,979

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第２四半期会計期間
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年１月31日)

販売高(千円) 割合(％)

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 129,624 26.6

㈱読売新聞東京本社 104,900 21.5

㈱インタラクティブ・プログラム・ガイド 80,331 16.5

㈱ディーツーコミュニケーションズ 49,698 10.2

　 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間におけるわが国の経済は、サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融

危機による海外経済の減速、さらに株価下落、急激な円高などの影響により企業収益は大幅に悪化し、景

気は厳しい状況で推移いたしました。

　当社が属する情報サービス業界におきましても、景気の先行き不透明感を受けて企業のIT投資に慎重な

姿勢が見られるなど、業界内の経営環境は厳しさを増してきております。また、携帯電話関連業界にあっ

ては、固定通信と移動通信の融合や次世代ネットワーク（NGN）（注１）の商用サービス開始など、事業

環境が急速に変化する局面を迎えており、市場の需要は依然として堅調ではありますが、景気の悪化を受

け、投資に対する抑制傾向が強まるものと予想されます。

このような状況のもと、引き続きソフトウエア開発を中心としたソリューションの受託開発、運用・保

守事業の拡大に注力してまいりましたが、景気の悪化により企業のIT投資に対する抑制傾向が強まり、案

件の見直しや延期、凍結などが増加した結果、当初の売上計画には至りませんでした。

　利益につきましては、売上が想定よりも減少したことに加え、固定費を抑制できなかったこと、間接部門

の費用増加及び投資有価証券の評価損により、営業利益、経常利益及び四半期純利益が当初の予想を下回

る結果となりました。

以上の結果、当第２四半期会計期間の売上高は487,979千円、営業損失43,957千円、経常損失43,953千

円、四半期純損失28,128千円となりました。

　

事業部門別の業績を示すと次のとおりであります。

　

①プロフェッショナルサービス事業

有力顧客とのビジネス拡大に注力し、安定・継続的な開発案件の獲得に努めましたが、景気の悪化によ

る顧客企業のIT投資抑制傾向が強まり、新規案件の獲得が困難であったこと、既存案件の規模縮小や一部

の受注案件が延期・中止になるなど、厳しい状況となりました。これに伴い売上高は396,894千円となり

ました。

　

②クロスメディアサービス事業

前事業年度に引き続き、主力サービスである「Ｇガイドモバイル」（注２）のユーザー数が順調に増

加し、これに伴い売上高は83,085千円となりました。

　

③コアテクノロジー事業

新たな収益事業に向けて研究・開発を行うかたわら、移動体通信事業者への継続的なコンサルティン

グ及び文章相関分析型の検索エンジン「toranosuke」（注３）の販売を行い、これに伴う売上高は8,000

千円となりました。
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（注１）次世代ネットワーク（NGN＝Next Generation Network）

　　従来の電話回線とは異なり、インターネットで利用されているIP（Internet Protocol）と呼ばれる通信規

　　約を使って電話回線を構築した、新しい統合ネットワーク

（注２）Ｇガイドモバイル

　　テレビ番組表とAVリモコン機能が一つになった携帯電話向けアプリケーション

    Ｇガイド、G-GUIDE、Ｇガイドモバイル、G-GUIDE MOBILE、及びＧガイド関連ロゴは、米Gemstar-TV Guide　　　　　

　　　

　　International,Inc.又はその関係会社の日本国内における登録商標です。

（注３）toranosuke

　　文章相関分析型検索エンジン。検索対象の文章が持つ特殊性と、その文章を構成する単語群の相関性に着

　　目し、検索語の観点から見た文章の特殊性を評価して必要な情報を検索するエンジン

 

　

(2) 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前事業年度末に比べ141,149千円減少し、819,748千円となりました。この主な要因は、売掛

金が79,670千円増加したものの、投資有価証券の購入及び自己株式の取得などに伴い現金及び預金が

266,183千円減少したことなどによるものであります。

　固定資産は、前事業年度末に比べ45,921千円増加し、224,382千円となりました。この主な要因は、投資有

価証券の購入などに伴い投資その他の資産が35,044千円増加したことなどによるものであります。

　この結果、当第２四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ95,227千円減少し、

1,044,130千円となりました。

　

（負債）

流動負債は、前事業年度末に比べ1,432千円減少し、178,627千円となりました。この主な要因は、未払

金、預り金などの増加に伴いその他が増加したものの、売上減少に伴い未払法人税等が18,442千円減少し

たことなどによるものであります。

　固定負債は、前事業年度末に比べ5,000千円減少し、残高はありません。これは、長期借入金5,000千円を

返済したことによるものであります。

　この結果、当第２四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べ6,432千円減少し、178,627千円と

なりました。

　

（純資産）

純資産合計は、前事業年度末に比べ88,795千円減少し、865,503千円となりました。この主な要因は、平

成20年７月期の期末配当を行ったこと、自己株式の取得41,188千円などによるものであります。　　

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、336,326千円とな

り、第１四半期会計期間末と比ベ197,029千円の減少となりました。

　当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間において営業活動の結果使用した資金は、125,365千円となりました。この主な

要因は、たな卸資産の減少額56,908千円などで資金の増加要因があったものの、売上債権の増加額
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101,615千円、賞与引当金の減少額61,520千円、税引前四半期純損失44,128千円などで資金の減少要因が

大きかったことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間において投資活動の結果使用した資金は、18,932千円となりました。この主な要

因は、自社利用ソフトウエアの開発に伴う無形固定資産の取得による支出15,634千円などによるもので

あります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間において財務活動の結果使用した資金は、52,730千円となりました。この主な要

因は、自己株式の取得による支出41,605千円などによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期会計期間の研究開発費の総額は12,013千円であります。

　なお、当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社をとりまく事業環境は、急速な景気の減退及び企業収益の悪化により、企業の設備投資に対する慎

重な姿勢が鮮明になってきており、ビジネス環境は今後も厳しさが続くものと想定しております。

　当社といたしましては、これらの状況を踏まえ、有力顧客との関係強化と戦略的パートナーシップの構

築により、安定的かつ高収益を実現できる事業構造への転換を図るとともに、特に通信分野においての新

規提案を注力するなどビジネス拡大に努めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について重要な変更があったものは、次のとおりであります。

　平成21年７月期に本社移転（投資予定額約42,000千円、固定資産除却損予定額約9,000千円）を計画し

ておりましたが、今回の経営成績を勘案し、延期することを決定いたしました。

　また、当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 85,000

計 85,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年１月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成21年３月16日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,730 23,730
大阪証券取引所
（ヘラクレス）

（注）２

計 23,730 23,730 ― ―

(注)１　提出日現在の発行数には、平成21年３月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

２　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、当社は単元株制度を採用していない

ため、単元株式数はありません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（ストック・オプショ

ン）の内容は次のとおりであります。

第１回新株予約権

平成17年10月27日定時株主総会決議（平成18年７月19日取締役会決議）

第２四半期会計期間末現在
(平成21年１月31日)

新株予約権の数（個） 　33（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注）２

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　 330（注）１、３、５、８

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000（注）４、５、８

新株予約権の行使期間
平成19年10月28日から
平成27年10月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　50,000
資本組入額　25,000
（注）５、８

新株予約権の行使の条件 (注) ６

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分はでき
ないものとする

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

―

(注) １　新株予約権の数

33個

なお、新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は10株とする。ただし、当社が株式分割又は株式併合を行う

場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。係る調整は本新株予約権のうち、当該時点で

権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生

じた場合は、これを切捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２　単元株式制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法

普通株式　330株

ただし、上記「新株予約権の数」により、新株予約権１個当たりの目的たる株式の数が調整される場合には、

調整後株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた数に調整されるものとする。

４　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨

無償

５　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

本新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額は、次により定める１株当たりの払込金額に上記「新株予

約権の数」に定める新株予約権１個当たりの目的たる株式の数を乗じた金額とする。新株予約権の目的たる

株式１株当たりの払込金額は金50,000円とする（以下「払込価額」という。）。

なお、本新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
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また、新株予約権発行後、払込価額を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む。）の

行使による場合及び当社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く。）する場合又は自己株式の

処分を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

なお、次の算式において、既発行株式数には当社が保有する自己株式を含まない。

　

　

調整後行使価額

　

＝

　

調整前行使価額

　

×

既発行株式数＋

新規発行株式数又は

処分自己株式数　　　×１株当たり払込金額

調整前払込価額

既発行株式数＋新規発行株式数又は処分自己株式数

　

６　新株予約権の行使の条件

(1)　対象者は、権利行使時において当社の取締役、監査役又は従業員であることを要し、それ以外の場合には

新株予約権を行使できないものとする。ただし、任期満了による退任、定年退職、会社都合による退任・

退職等当社取締役会が特に認めたものに限り新株予約権を行使することができるものとする。

(2)　対象者が死亡した場合は、対象者の相続人による行使は認めない。ただし、当社取締役会が特に認めたも

のに限りその相続人が新株予約権を行使できるものとする。

(3)　その他の新株予約権の行使条件は、第１回新株予約権割当契約により定める。

７　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1)　当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書又は当社が分割会社となる

会社分割についての分割計画書・分割契約書について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない会

社分割の場合は取締役会決議）がなされたとき、並びに株式移転の議案につき株主総会で承認されたと

きは、新株予約権は無償で取得することができる。

(2)　対象者が権利行使をする前に、前項(1)(2)に定める新株予約権の行使条件に該当しなくなり権利を喪失

したときは、当該新株予約権は無償で取得することができる。

８　平成19年５月25日付をもって、株式１株につき10株の株式分割を行ったことに伴い、新株予約権の目的となる

株式の数、払込金額、発行価額及び資本組入額は調整後の数及び金額を記載しております。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年11月１日～
平成21年１月31日

― 23,730 ― 319,445 ― 279,445
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(5) 【大株主の状況】

平成21年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

筒井　雄一朗 東京都目黒区 5,580 23.51

小林　正興 東京都町田市 3,540 14.92

志村　貴子 東京都目黒区 1,650 6.95

㈱ドコモ・ドットコム 東京都千代田区永田町二丁目11番１号 1,605 6.76

㈱読売新聞東京本社 東京都千代田区大手町一丁目７番１号 1,320 5.56

山村　慶子 東京都港区 800 3.37

電通ドットコム第二号投資事業
有限責任組合

東京都中央区築地一丁目９番５号一九堂ビル６階 800 3.37

山村　美寿寿 東京都港区 681 2.87

山村　瑛 東京都渋谷区 510 2.15

山村　東晃 東京都港区 510 2.15

計 ― 16,996 71.62

(注)　当社は、自己株式893株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合3.76％）を保有しておりますが、当該自己株

式には議決権がないため、上記の「大株主の状況」からは除外しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
 普通株式　　 893

― （注）

完全議決権株式(その他) 普通株式　22,837 22,837 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 23,730 ― ―

総株主の議決権 ― 22,837 ―

(注)　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、当社は単元株制度を採用していないた

め、単元株式数はありません。

　

② 【自己株式等】

平成21年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
テックファーム株式会社

東京都渋谷区東一丁目32
番12号

893 ― 893 3.76

計 ― 893 ― 893  3.76

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　８月

　
　９月

　
　10月

　
　11月

　
　12月

平成21年　
　１月

最高(円) 104,400117,00086,50054,90054,50048,400

最低(円) 70,00070,00043,40033,20042,85035,500

(注)　株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第２四半期会計期間(平成20年11月１日から平成21年１月31日まで)及び当第２四半期累計期間

（平成20年８月１日から平成21年１月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第６条第１項第５号ただし書

きにより、改正後の四半期財務諸表等規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間(平成20年11月１日か

ら平成21年１月31日まで)及び当第２四半期累計期間(平成20年８月１日から平成21年１月31日まで)に係

る四半期財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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1【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成21年１月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 336,326 602,509

受取手形及び売掛金 330,624 250,954

仕掛品 77,462 46,643

原材料及び貯蔵品 599 470

その他 83,535 67,269

貸倒引当金 △8,800 △6,950

流動資産合計 819,748 960,897

固定資産

有形固定資産 ※１
 38,254

※１
 42,051

無形固定資産 37,844 23,171

投資その他の資産

その他 168,180 133,135

貸倒引当金 △19,897 △19,897

投資その他の資産合計 148,283 113,238

固定資産合計 224,382 178,461

資産合計 1,044,130 1,139,358

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,862 11,585

1年内返済予定の長期借入金 10,000 10,000

未払法人税等 3,352 21,795

賞与引当金 57,180 63,270

その他 102,231 73,408

流動負債合計 178,627 180,059

固定負債

長期借入金 － 5,000

固定負債合計 － 5,000

負債合計 178,627 185,059

純資産の部

株主資本

資本金 319,445 319,445

資本剰余金 279,445 279,445

利益剰余金 306,812 354,418

自己株式 △41,188 －

株主資本合計 864,513 953,308

新株予約権 990 990

純資産合計 865,503 954,298

負債純資産合計 1,044,130 1,139,358
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期累計期間
(自 平成20年８月１日
　至 平成21年１月31日)

売上高 896,485

売上原価 581,223

売上総利益 315,262

販売費及び一般管理費 ※１
 329,186

営業損失（△） △13,924

営業外収益

受取利息 710

助成金収入 660

その他 16

営業外収益合計 1,387

営業外費用

支払利息 115

投資有価証券評価損 14,745

その他 522

営業外費用合計 15,383

経常損失（△） △27,919

特別損失

固定資産除却損 210

特別損失合計 210

税引前四半期純損失（△） △28,130

法人税等 △9,000

四半期純損失（△） △19,130
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【第２四半期会計期間】
(単位：千円)

当第２四半期会計期間
(自 平成20年11月１日
　至 平成21年１月31日)

売上高 487,979

売上原価 352,126

売上総利益 135,852

販売費及び一般管理費 ※１
 179,809

営業損失（△） △43,957

営業外収益

受取利息 501

助成金収入 660

その他 1

営業外収益合計 1,163

営業外費用

支払利息 52

投資有価証券評価損 585

支払手数料 417

その他 105

営業外費用合計 1,159

経常損失（△） △43,953

特別損失

固定資産除却損 175

特別損失合計 175

税引前四半期純損失（△） △44,128

法人税等 △16,000

四半期純損失（△） △28,128
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第２四半期累計期間
(自 平成20年８月１日
　至 平成21年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △28,130

減価償却費 17,866

固定資産除却損 210

投資有価証券評価損益（△は益） 14,745

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,850

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,090

受取利息及び受取配当金 △710

支払利息 115

売上債権の増減額（△は増加） △79,670

たな卸資産の増減額（△は増加） △30,948

仕入債務の増減額（△は減少） △5,722

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,092

その他 31,663

小計 △94,913

利息及び配当金の受取額 710

利息の支払額 △120

法人税等の支払額 △17,972

営業活動によるキャッシュ・フロー △112,295

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △50,000

有形固定資産の取得による支出 △4,424

無形固定資産の取得による支出 △25,057

その他 △116

投資活動によるキャッシュ・フロー △79,598

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △5,000

自己株式の取得による支出 △41,605

配当金の支払額 △27,684

財務活動によるキャッシュ・フロー △74,290

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △266,183

現金及び現金同等物の期首残高 602,509

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 336,326
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　　当第２四半期会計期間(自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間
(自　平成20年８月１日　至　平成21年１月31日)

１　会計方針の変更

　　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第

１四半期会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）に変更しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間
(自　平成20年８月１日　至　平成21年１月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第２四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

ため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

 

２　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

 

３　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックスプランニン

グを利用する方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期累計期間
(自　平成20年８月１日　至　平成21年１月31日)

１　税金費用の計算

　税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

　

【追加情報】

　　当第２四半期累計期間(自　平成20年８月１日　至　平成21年１月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第２四半期会計期間末
(平成21年１月31日)

前事業年度末
(平成20年7月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 　 74,797千円※１　有形固定資産の減価償却累計額　　68,629千円

 

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

当第２四半期累計期間
(自　平成20年８月１日 
  至　平成21年１月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　　給与手当 80,557千円

　　役員報酬 66,249〃

　　賞与引当金繰入額 15,924〃

　　貸倒引当金繰入額 1,850〃

　

第２四半期会計期間

当第２四半期会計期間
(自　平成20年11月１日 
  至　平成21年１月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　　給与手当 41,610千円

　　賞与引当金繰入額 15,924〃

　　貸倒引当金繰入額 2,700〃

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期累計期間
(自　平成20年８月１日 
  至　平成21年１月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　現金及び預金 336,326千円

　　現金及び現金同等物 336,326千円
 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末（平成21年１月31日）及び当第２四半期累計期間(自　平成20年８月１日　至　平成

21年１月31日)

１　発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　23,730株

　

２　自己株式に関する事項

普通株式　　　 　    893株

　

３　新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期会計期間末残高　　　　990千円 

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額
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決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月23日
定時株主総会

普通株式 28,476 1,200平成20年７月31日 平成20年10月24日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当第２四半期会計期間(自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認

められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

当第２四半期会計期間末(平成21年１月31日)

その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年

度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

１　その他有価証券で時価のあるもの
　

区分 取得原価(千円)
四半期貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

①　株式 ─ ─ ─

②　債券 ─ ─ ─

③　その他 50,000 35,255 14,745

計 50,000 35,255 14,745

(注)　その他は、複合金融商品であります。なお、当第２四半期累計期間において組込デリバティブ評価損14,745千円を、

営業外費用「投資有価証券評価損」に計上しております。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期会計期間末(平成21年１月31日)

デリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べ

て著しい変動が認められます。

当社は、組込デリバティブ取引を利用しておりますが、組込デリバティブの時価を区分して測定でき

ない複合金融商品であるため、複合金融商品全体を時価評価し、「注記事項（有価証券関係）その他有

価証券で時価のあるもの」の「その他」に含めて記載しております。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期会計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日）

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当第２四半期累計期間（自　平成20年８月１日　至　平成21年１月31日）

該当事項はありません。
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当第２四半期会計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日）

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

テックファーム株式会社(E05742)

四半期報告書

23/27



(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
(平成21年１月31日)

前事業年度末
(平成20年７月31日)

１株当たり純資産額 37,855.83円 １株当たり純資産額 40,173.15円

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期会計期間末
(平成21年１月31日)

前事業年度末
(平成20年７月31日)

四半期貸借対照表の純資産の部の合
計額(千円)

865,503 954,298

普通株式に係る純資産額(千円) 864,513 953,308

差額の主な内訳(千円)

　新株予約権 990 990

普通株式の発行済株式数(株) 23,730 23,730

普通株式の自己株式数(株) 893 ─

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(株)

22,837 23,730

　

２　１株当たり四半期純損失

第２四半期累計期間

当第２四半期累計期間
(自　平成20年８月１日 
  至　平成21年１月31日)

１株当たり四半期純損失 813.89円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純
損失であるため、記載しておりません。
 

　

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第２四半期累計期間
(自　平成20年８月１日 
  至　平成21年１月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(千円) 19,130

普通株式に係る四半期純損失(千円) 19,130

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 23,505

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前事業年度末から重要な変動がある
場合の概要

────

　

EDINET提出書類

テックファーム株式会社(E05742)

四半期報告書

24/27



第２四半期会計期間

当第２四半期会計期間
(自　平成20年11月１日 
  至　平成21年１月31日)

１株当たり四半期純損失 1,208.33円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純
損失であるため、記載しておりません。
 

　

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第２四半期会計期間
(自　平成20年11月１日 
  至　平成21年１月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(千円) 28,128

普通株式に係る四半期純損失(千円) 28,128

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 23,279

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前事業年度末から重要な変動がある
場合の概要

────

　

(重要な後発事象)

当第２四半期会計期間（自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日）

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年３月13日

テックファーム株式会社

取締役会　御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指 定 社 員
公認会計士　　小　　田　　哲　　生 　 ㊞

業務執行社員

　

指 定 社 員
公認会計士　　柏　　嵜　　周　　弘 　 ㊞

業務執行社員

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテッ

クファーム株式会社の平成20年８月１日から平成21年７月31日までの第18期事業年度の第２四半期会計期間

(平成20年11月１日から平成21年１月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成20年８月１日から平成21年１

月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、テックファーム株式会社の平成21年１月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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